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米国の核爆弾産業はいかに構築されたか

藤　岡　　　惇

「いまや原子兵器は思いのままに製造できるようになりました。………もしこの兵器を大量生産する

ならば，よろしいですか皆さん。１発の原子爆弾の値段は戦車１両の値段よりも安くなるのですよ 。

　・・ したがって私どもの骨と筋肉とを原子の力で作り上げることで，軍事部門の賛肉を思い切 ってそ

ぎ落とすことを提案します。この最良にして最も安価な原子兵器でもっ て， わが国の平和維持力のバ

ックボーンを形づくっ ていこうではありませんか。」（ブライアン ・マクマホン上院議員 ・両院原子力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
エネルギー委員長，１９５１年９月１８日の上院での演説から）

　本稿は，核兵器を主軸にした軍備拡張が，冷戦期のアメリカ経済にとのような影響を与えたか

を究明しようとする私の研究の一産物である。ここでは，核爆弾産業はどのようにして形成され

たか，その経済的コストはいかなるものであ ったのかを解明したい 。

　さて，核兵器の中 ・し・部分は，核爆発装置（重力降下式の核爆弾，核弾頭，核砲弾，核機雷なと）で

ある。本稿では，核弾頭 ・核砲弾 ・核機雷など，核爆発装置部分を総称して，「核爆弾」と呼ぶ

ことにする 。

　ただし核爆弾部分だけでは，核兵器を作動させるには十分ではない。核爆弾を運搬する手段

（飛行機やミサイル），運搬手段を発射するための「プラ ットフォーム」（発射基地，潜水艦，空母な

ど），核爆弾を目標に正確に着弾させるための指揮 ・管制 ・通信システム（宇宙衛星群と連結したレ

ーダーとコンピュータのネ ットワーク ，光ファイバー通信網など），といっ た多数の付属品が必要とな

る。

　とはいっ ても ，初期の段階で重要だったのは，爆弾部分の開発であ った。原子力産業を生みだ

す母体となっ たのも ，核爆弾産業である 。

　この分野は国防総省ではなくエネルギー省（原子力委員会の後身）によっ て直接にコントロール

されており ，今日でもぶ厚い機密の網によっ て覆われている。しかし最近では，情報公開法を駆

使して機密文書を入手し，隠されてきた姿を明らかにしようとする文献も出てきた。その成果を

もちいて，核爆弾産業の形成のプロセスをふりかえっ てみよう 。

１． 核爆弾の開発プロセス

核爆弾の生産数

周知のように，マンハッ タン計画によっ て， 米軍は第２次大戦中に核爆弾（原爆）４発を完成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２１）
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させ，そのうち３発を，アラモゴード砂漢，広島，長崎において使用した。原爆の破壊力は，事

前の予想をはるかに越えるものであ った。そのため，これを実戦兵器として継続開発することに

は， 軍部の間でも ，ためらいがあ った。１９４７年６月の時点になっ ても米国の保有する核爆弾は１３

発にすぎなかった 。

　しかし米ソのあいだの「冷戦」対抗が明確になるとともに，トルーマンは１９４７年７月に原爆製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
造の再開を命令し，翌４８年６月には保有爆弾数は５０発に急増した。４９年８月末のソ連による原爆

実験の成功は，米国首脳部に衝撃をあたえた。トルーマンは，４９年１０月に核爆弾の製造のいっ そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
うの促進を指示し，５０年１月には水素爆弾の開発を命令した 。

　核爆弾の数は１９５０年の時点では２９８発であったものが，５５年には２ ，４２２発に急増した。５９年から

６０年にかけては，年産７，０００発という量産のピークの時期となっ た。 その結果，６２年には２７ ，１００

発， そして６６年にはピークの３２ ，３００発まで急激に増加し，以後７０年代に入ると ，２５ ，０００発のレベ

　　　　　　　　　４）
ルで，ほぼ安定する 。

　『核の会計監査』の研究によると ，米国のエネルキー省（およぴその前身たる原子力委員会）は ，

１９９０年（新しい核爆弾を製造した最後の年）までに，１１６タイプの運搬手段にあわせて６５種類の核爆

弾を７万２９９発製造してきたという 。ただし耐用年数がすぎると，その大部分は解体され，核分

裂物資はリサイクル利用された。１９８６年までに，米国は，７万発の核爆弾のうち４～５万発を解
　　　　　　　　　　　　５）
体・ 再利用したといわれる 。

　第２世代の核爆弾　　水爆

　核爆弾の開発の歴史をふりかえっ てみよう 。核爆弾は３つの世代をへるなかで「改良」されて

きた。その第１世代は，核分裂性兵器たる原子爆弾（原爆）である。原爆の開発研究の再開され

た１９４７年から５０年までは，長距離爆撃機に多数積載できるように原爆の軽量化が追求された 。

　核爆弾の第２世代は，小型原爆の熱を引き金に核融合反応を起こさせる水素爆弾（水爆）であ

る。 米国は大都市を攻撃 ・破壊する大量報復戦略によっ て， 共産主義勢力の膨張を抑止しようと

する戦略をとっ た（アイゼンハワー政権のニュール ック ・大量報復戦略）。 たとえば戦略空軍司令部は ，

１９５０年代半ばに７５０発の核爆弾を使 って，ソ連を同時攻撃するという計画をたてた。言うことを

聞かないならは「２時問以内に，ロシア全土は灰焼くすぶる放射能にまみれた荒野と化すことを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
覚悟せよ」というメ ッセージをソ連に与え，威嚇しようとしたのである 。

　「原爆の父」オ ソペンハイマーたちは，核軍拡の際限のない量的拡大が破局を招きかねないこ

とを懸念して，水爆開発の動きに反対した。彼らは，通常兵器と統合的に運用でき，戦場での実

戦使用の「容易」な（と当時は思われた）小型原爆の開発 ・配備のほうに，力を注ぐべきだと主張

した。このような小型核兵器は，戦術核兵器と呼はれた 。

　しかし現実には彼ら「戦術核兵器派」をパージしつつ，米国は，水爆開発の道を突進すること
　　　７）
になっ た。 米国は，１９５２年１１月南太平洋で最初の水爆実験を行った。これに対抗して，ソ連は５５

年に水爆実験に成功する 。

　図一１が示すように，ＮＳＣ－６８（国家安全保障会議第６８号文書）体制の確立した１９５０年を転機とし

て， 軍事関係の原子力支出は急激な増大に転じ，１９６２年まで上昇し続けたことが分かる。この時

期は，第２世代の核兵器（水爆）が大量生産された時代にあたる。また５０年代中葉以降になると ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２２）
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　図一１　軍事関係原子力支出額の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：億ドル）
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　　　　　　　　　　も参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
誘導ミサイル搭載のために軽量の小型水爆の開発が重視され，戦術核兵器の大量配備も始まっ た。

　１９６０年代に入ると，核爆弾をあまりに大量に生産したので，これ以上は不必要だという認識が

広がった。１９６４年にジ ョンソン大統領は，ソ連との核兵器の軍備管理交渉を進めるとともに，核

兵器材料の生産施設の縮小を指示した。１９６４年から７０年代末までは，米ソともに「軍備管理」交

渉に熱をあげ，核爆弾の新規生産が減った時期である 。

　第３世代の多弾頭型核爆弾の開発

　１９６０年代末になると ，核ミサイルの命中精度の飛躍的な向上を背景に，標的を大都市部ではな

く敵の核戦力に向け，敵の核戦力をしらみつぶしに撃破することがめざされるようになる。この

ような戦略目標の変化を背景に，第３世代の核爆弾　　命中精度が高く ，かつＭＩＲＶ化（一つの

弾頭内に多数の核弾頭を擁し，大気圏への再突入後に，それぞれが予めプログラム化された標的に飛んで行

く方式）された小型化核爆弾の開発に重点が移されるようになっ た。 ７０年には最初のＭＩＲＶ化さ

れた核爆弾がミニットマン皿型の大陸問弾道ミサイルに搭載された 。

　アフガン，イランでの親米政権の崩壊をうけて，カーター大統領が，１９７９年１月に核爆弾の増

産を命じ，さらに８２年になるとレーガン大統領が増産レベルを引き上げる命令に署名した。ソ連

がこれ以上の膨張を策すると ，核戦争を仕掛けても阻止するという「冷戦」戦略の本来の立場

　　１９５０年のＮＳＣ－６８（国家安全保障会議第６８号文書）の路線に，米国は確固として立つと宣言し

たわけである。核戦争を闘い，勝利する態勢づくりが，最優先の国家目標となっ た。

　こうして，１９８０年代には核爆弾への支出は，再び急増し，戦後第２の山を迎えることになっ た

（先の図一１参照）。 老朽化した核爆弾の生産ラインは，フル稼働の体制に入ることが求められた 。

核爆発時の放射線エネルキーを最大に，人体の殺傷効率を高めた「きれいな」核兵器　　中性子

爆弾，電磁波エネルギーを最大にして，通信網の撹乱を狙う電磁パルス爆弾など，新型の核爆弾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２３）
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　　　　　　　　９）
の開発も進められた。大気圏 ・宇宙 ・海中での核実験を禁止した部分的核実験停止条約（１９６３年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
８月）は，結局のところ，核軍拡競争を封じこめることができなかったのである 。

２． 核爆弾の製造にいくらかかったか

　コスト計算の資料

　本稿では，核兵器のコストを算出するはあい，米国有数のシンクタンクのフルソ キングス研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
所の核兵器のコスト計算プロジェクトの最終報告書一『核の会計監査』を利用することにする

。

このプロジェクトは，「米国は５６年間の核軍拡のためにいっ たいどれだけの資金を費やしたか」

という一点に問題をしぼった客観性の高いものであり ，同研究所の客員研究員ステファン ・シュ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）ワルツが，１０人の第１級の専門家を動員して４年こしでとりくんできた共同研究の成果である 。

　この報告書は，信頼性の高い第１次資料を駆使している。代表的な資料は，１９６１年に当時のマ

クナマラ国防長官のもとで作成のはじまっ た『こんこの国防プログラム』（Ｆｕｔ。。。 Ｙ。。。。 Ｄ．ｆ．ｎ。。

Ｐｒｏｇ．ａｍ）の歴年テータベースである。このデータベースによっ て， １９６１年以降であれは，複数

年にわたって支出された国防プログラムが，最終的にいくらかかったかを追跡把握できるように

なっ た。 このデータベースは，永年，機密指定されてきたのであるが，編者のシュワルツが，

１９９４年１２月に「情報公開法」にもとづき情報開示を請求した。その結果，９６年３月に核兵器に関

連した７００余りの国防プログラムのコストデータが開示された。最終報告書には，このデータが
　　　　　　　　　１３）
縦横に活用されている 。

　その他に，ジ ョージ ・ワシントン大学の国家安全保障資料文書館が，集積している機密解除資

料なども活用されている。なお コスト価格は，時価ではなく ，すべて１９９６年ドルに換算されてい

る。

　核爆弾づくりの総コスト

　米国は，これまで７万２９９発の核爆弾を製造し，そのうち，４～５万発を解体し，核爆発材料

をリサイクル利用してきたことは，すでに述べた。『核の会計監査』の報告書にもとづいて，核

爆弾の開発 ・製造の総コストは，どの程度のものであ ったかを見てみよう 。

　結論からみると，核爆弾の開発 ・製造，および再生利用のためのコストは，全体とし七 ４， ０９４

億ドル（すべて１９９６年ドルに換算，以下同じ）であ った。１発あたりの単純平均のコストを算出する

と， ５８０万ドルとなる。１ドル１３５円のレートで日本円に換算すると ，１発あたり７ ．８億円となる 。

　核爆弾づくりにかかわる総コスト４，０９４億ドルの内訳を図示すると ，図一２のようになる。すな

わち，第１にマンハッ タン計画の費用として，２５６億ドル（総額の６ ．３％）。 第２に，核爆弾の原料
　　　　　　　　　　　　１４）
である核兵器燃料の生産費用として，総額の４０４％にあたる１ ，６５５億ドルが支出された。第３に ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
核爆弾の研究 ・開発 ・実験 ・製造の費用として，総額の４２ ．６％にあたる１ ，７４６億ドルが投じられ

た。 第４に，国防総省サイドが担当した開発 ・実験費用として，総額の９１％にあたる３７４億トル

が支出された 。

　以下，各項目ごとに，考察していこう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２４）
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図一２　核爆弾づくりの総 コスト（１９９６年不変ドル）

総額：４，０９４億ドル

マンハッタン計画のコスト
２５６ｆ意ドル／６．３％

核兵器燃料生産のコスト
１，６５５億ドル／４０．４％

核爆弾の研究 ・開発，実験と

製造にかかわるコスト
１，７４６億ドル／４２．６％

国防総省関係の開発 ・実験
３７４ｆ意ドル／９．１％

その他

２４９

出所 ：Ｓ．Ｓｃｈｗａｒｔｚ（ｅ
ｄ． ）， Ａｔｏｍｉｃ Ａｕｄｉｔ，１９９８，ｐ．３２

　マンハッタン計画

　「マンハッ タン計画」とは，米軍が隠密裡に進めた秘密の原爆製造計画であり ，１９４２年９月に

始まり ，４６年末に終了した。秘密施設の候補地として，人里離れた地が選ばれた。核分裂材料た

るウラニウム２３５を濃縮 ・抽出する施設として，テネシー州の寒村クリントン（オークリッ ジ）が ，

もう一つの核分裂材料たるプルトニウムを生成する施設として，ワシントン州のハンフォードが ，

そして原爆を開発 ・製造する本拠地として，ニューメキシコ州のロス ・アラモスが選ばれた。こ

こに核弾頭開発 ・製造複合体の原型（第１世代）が生み出された 。

　画期的な兵器であれはあるほと ，敵の先を制して開発することが，戦勝に大きく貢献する 。ま

してや「究極兵器」と目された原爆のはあい，「時間との競争」の圧力が，巨大なものとなるこ

とは必然であ った。ｒ走りながら考える」というｒ突貝工事の論理」が開発現場を支配し，科学

研究と開発研究，そして製造研究とが，同時に進められることになっ た。

　秘密施設では軍隊的な上位下達の世界が支配し，働く者でさえ，計画の全体像を知ることがで

きなかった。副大統領トルーマンも ，蚊帳のそとに置かれ，ルーズベルト急死によっ て大統領と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ６）
なる際に，原爆開発が進んでいることを知らされたほどである 。

　原爆製造のために，経済資源は，まさに惜しみなく投入された。戦争勝利（国家の破滅回避）と

いう至上命令のもとでは，経済コスト計算は二の次，三の次となるのは，当然であ った 。１９４２年

５月には，原爆の開発コストは１７億トルと見積もられていたが，４４年の１２月には４６億トルに膨張

し， 最終的には２５６億ドル（１９４０年７月から４２年８月までの前史の時期の支出額１ ．５億ドルを含む。いず

　　　　　　　　　　　　１７）
れも９６年トルに換算）に達した。内訳をみると ，ウラン分離 ・濃縮に１３６億トル，プルトニウム生

成に４５億ドルの大金が投じられた。日本降伏時までに完成していた核爆弾は４発であ ったから ，

１発あたり実に１兆円近い（６４億ドルという）費用が，かかったわけである 。

　冷戦期になると ，¢「研究」「開発」「製造」の同時進行という「突貫工事の論理」，　上意下

達の官僚王義と秘密王義，　ｒコスト感覚」のマヒによる新鋭兵器の開発費の大幅超過，といっ

た事態が，軍需産業の常態となるが，そのような軍需産業の体質の原型が，マンハッ タン計画の

なかに胚胎していた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５）
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　核兵器燃料の生産

　エネルギー省は，１９４８年から生産停止した８８年までに，原爆部分の材料として２つの核分裂性

物質　　高濃縮ウランを７２５トン，燃料 ・兵器級プルトニウムを１０３５トン生産してきた。と同時

に， 水爆部分の材料たる核融合物質　　トリチウムについても ，２２５キログラム生産してきた 。

　『核の会計監査』報告書によると ，そのための費用は１ ．６５４６億ドルに達したが，その内訳は次

のようなものであ った。すなわち，¢工場建設 ・設備調達費として ，５１０．６億ドル，　ウランな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
との原材料購入費として，３５１３億ドル，　操業経費として，７６７１億ドルであ った 。

　　　　　　　　　　　図一３　核兵器燃料の生産費用の推移，１９４２～９６年
ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　億ドル（１９９６年不変ドルで換算）
　２５０

２００

１５０

１００

５０

Ｏ

１９４２　１９４６　１９５０　１９５４　１９５８　１９６２　１９６６　　１９７０　１９７４７６Ｔ１９７８　１９８２　１９８６　１９９０　１９９４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年
　ａ： １９４８年になるまでは核分裂物質の生産予算は，原子力委員会の兵器予算全体のなかに一括されていたの

　で析出は不可能である 。

出所　Ｓ　Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８，ｐ６５

　核兵器燃料の生産費用の時期的変化を追った図一３を参照されたい。１９４８年から支出が始まっ

たこと ，１９５１年から６４年まで，大幅な支出が続いていること ，１９５３年に支出のピークがあること

が分かる 。

　１９５１年から６４年の核燃料の大増産期にあわせて，マンハッ タン計画当時の施設の拡張や新たな
　　　　　　　　　　　　１９）
生産施設の建設が進められた。とくに１９５３年は，生産施設の新増設のピークの年であ った。この

１年だけで，工場建設 ・設備調達費総額５１１億ドルの４０％近い１９０億ドルが費消された。マンハッ

タン計画の全費用の２／３に達する巨費が，この年の生産設備拡張のために投じられたわけであ

る。

　その結果，１９５４年までに，オークリッ ジ（テネシー州）のガス拡散型ウラン濃縮施設に，４つ

の工場が増設され，パデューカ（ケンタ ッキー州）にも５つのガス拡散型ウラン濃縮工場が新設さ

れた。ハンフォード施設には，５つの生産炉が増設され，５５年からプルトニムの生産を始めた 。

サウスカロライナ州では，巨大なサハンナリハー工場が開設され，５基の新型重水炉が，プルト

ニウムおよび水爆材料（トリチウム）の生産を始めた 。

　これにあわせて操業 コストも ，１９５０年の７ ．１億ドルから５４年の２１ ．０億ドルに増加し，５７年には

３８億ドルに達した。５７年には，１３基のプルトニウム生産（一部トリチウム生産併用）の原子炉，お

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２６）
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よび３カ所のウラン濃縮施設が，フル操業の状態にあ った 。

　核燃料生産のための電力消費量も ，急増した。原子力委員会（エネルギー省の前身）の電力消費

量は，５１年には５５億キロワ ットであ ったが，５６年には６０７億キロワ ットに急伸した。この消費量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
は， 同年の全米の総電力消費量の１２％に相当した。また１９５７年には全米のニッ ケル生産の１１％

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
ステンレス生産の３４％が，核爆弾産業のために用いられたという 。

　核燃料，とくにプルトニウムは，いっ たん生産されると半永久的になくならず，リサイクル利

用も容易となる。したがって６０年代半ばになると ，（後述するように半減期の短い核融合物質を除い

て）過剰生産が明らかになり ，核燃料生産の規模は大幅に縮小された。しかし１９８０年代に入ると ，

レーガン政権の核軍拡を支えるために一定の増産態勢がとられ，８１～８８年の問に新たに１４０億ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
ル（うち１００億ドルが操業経費，３５億ドルが工場建設 ・設備調達費）が投入された 。

　核爆弾の研究 ・開発 ・実験と製造

　１９４８年から９６年のあいだに，エネルギー省（およびその前身）が，核爆弾の研究 ・開発，実験 ，

そして製造のために投入した資金は，１ ，７４６億ドルにのぼった。その内訳をみると ，研究開発費

に， ３９２ ．９億ドル，核実験のために２４４ ．８億ドル，製造（および９０年までの解体 ・再生）のために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
７０６ ．５億ドル，工場建設 ・設備調達のために２８３．５億ドルの資金が投じられた 。

　じっさい，カンサス ・シティエ場の建設は，１９４９年に始まり ，ネバダ実験場の活動は１９５１年に ，

ロッ キーフラ ッツエ場の操業は，１９５２年に始まっ た。 テキサス州のパンテ ックスエ場が，核爆弾

の最終組み立て作業を開始したのも ，１９５２年であ った 。

　　　　　　　図一４　核爆弾の研究 ・開発 ・実験 ・製造分野支出額推移，１９４２～９６年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９６年不変ドル（億ドル）
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１００
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４０

２０

Ｏ

１９４２
・１９４６１９５０１９５４１９５８１９６２１９６６１９７０１９７４７６Ｔｂ１９７８１９８２１９８６１９９０１９９４

　ａ： １９４２年の支出額には１９４０～４２年の間に支出された全米国防研究委員会と科学研究開発局のコストが含ま

　れている 。１９４２～４７年のデータには核燃料生産コストも含まれている 。

　ｂ ：１９７６年に会計年度の起点が７月１日から１０月１日に変更されたことに伴う移行期予算のこと 。

出所 ：Ｓ．Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８，ｐ．７５

　図一４をみると ，核爆弾の研究 ・開発 ・実験 ・製造分野の支出額の時代別変遷を見ることがで

きる。この図を先の図一３と重ね合わせてみよう 。第１に分かることは，先の核燃料生産支出額

のピークよりも５～８年ほど遅れて，この分野の支出額のピークが来ていることである。第２に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２７）
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レーガン軍拡の１９８０年代中葉に，最高額の支出が見られる。第３に米ソ冷戦の終わ った９０年代に

入っ ても ，支出額の大幅な落ち込みがなく ，９５年以降は増大さえしていることである 。

　１９６０年代後半から今日にいたるまで，核爆弾の質的な高度化のための研究開発は，着実に積み

重ねられてきたことは，明らかである 。

　国防総省関係の開発 ・実験

　核爆弾にかんしては，国防総省（陸海空軍）が特定仕様と性能のｒ製品」をエネルギー省に発

注し，これを受けてエネルギー省が，製造 ・納入するという関係にた っている。ただし引き渡し

をうけた核爆弾を，国防総省が，作戦 ・用兵上の研究という観点から，独自の爆発実験を行った

り， 実戦遂行の観点から開発 ・改良研究を行っていた。このような目的で国防総省が支出した費

用の総額は ，３７４．４億ドルであ った。内訳を示せば，１９４６年から６１年の問に，南太平洋で実行さ

れた核実験の費用（動員した艦船や兵士の費用を含む）が，４６ ．７億ドル，１９６２年から９５年までに国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
防総省が独自に支出した研究 ・開発 ・実験費用の総額が３２７ ．７億ドルであ った 。

　　オーバーキル
３． 過剰殺裁の時代へ

　安価な兵器

　ソ連側の優勢な通常兵力との対決にたいして，核兵器で対抗するほうが，軍事的に有効である

だけでなく ，経済的にも安上がりだという認識は，１９５０年代には　般的であ った。アイゼンハワ

ー政権の国防長官チャールズ ・Ｅ ・ウイルソンが述べた「値段は安くて，爆発力は絶大」（“Ａ
　　　　　　　　　２５）
Ｂ，ｇｇｅ． Ｂａｎｇ　ｆｏ。。 Ｂｕｃｋ”）という言葉が，この当時の空気を物語っている 。

　じっさい，核爆弾１発あたりの生産コストは，確実に滅少していっ た。 第２次大戦中に完成し

た原爆１発の生産コストは６４億ドルであ ったことは，すでに述べた。１９４８年に製造された核爆弾

のばあいは，９ ，２５０万ドルであ ったが，１９６１年には，その生産コストは２１０万ドルに低下したと見
　　　　２６）
積もられた 。

１９８１年の議会証言によると ，Ｗ８４型の核爆弾（地上発射巡航ミサイルに搭載）５３０発の製造コス

トは６ ．３億ドルであ った。したがって１発あたりの単価は，１１０万ドル（９６年ドル換算で１９０万ドル）

となる。それから９年後，１９９０年８月の連邦政府会計検査院（ＧＡＯ）の調査によると ，最新型巡

航ミサイルに搭載するＷ８０－１型の核爆弾の生産コストは，７２万ドル（９６年トルでは８４５万トル）
　　　２７）
であ った。核爆弾の生産コストは，ひきつづき減少しているといっ てよい 。

　過剰殺毅の域に

　敵が戦争を始めたばあい，敵社会に決定的打撃を与えるに足るだけの核戦力をもつことが，結

局は戦争を防止するのに役立つというのが，ｒ核抑止」のｒ論理」であ った。どれだけの核戦力

があれば，ソ連社会に決定的な打撃を与えられると考えられてきたのか 。

　１９６０年にマッ クスウェ ル・ テイラー将軍は，ソ連を抑止するには，数百のミサイルがあれば ，

十分だと述べた。１９６４年に当時の国防長官ロハート ・マクナマラは，４００メカトンの核兵器があ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２８）
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図一５　米ソの核爆弾数の推移，１９５７～９５年
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　　　　　　　　テイラー将軍による抑止必要爆弾数（１９６６年）

　　　 一一一一一一一一一・ カーター大統領による抑止必要爆弾数（１９７７年）

　　　 一一一一一一一一一一 ブラウン長官による抑止必要爆弾数（１９９０年）

　出所　Ｓ 　Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８ｐ２３

れは，ソ連に壊滅的打撃を与え，相互確証破壊（ＭＡＤ）状態を作りだすことができると述べた 。

１９７７年に，カーター大統領は，米ソともに戦略核爆弾の運搬手段を２００～２５０（核爆弾数にすると ，

各２０００発以下）にすることを提起した。１９９０年にハロルド ・ブラウン国防長官は，米国の武器庫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
に１０００発の核爆弾があれば，「非常に安定的な抑止力」となりうると ，述べた 。

　しかし，現実には，上で述べたような核爆弾の相対的な安さと，核戦力の点で相手を明確に上

回らないと安心できないという心情とが重なっ て， 核爆弾の数は，米ソともに膨大な量に達した 。

図一５は，米ソの戦略核爆弾数および米国の総爆発力の推移を示している（この数のほかに，米ソ

ともに，３５万から４万発と推定される戦術核爆弾をもっ ている）。 冷戦のなりゆきのなかで，米ソ両国

は， このように核抑止のために必要とされてきたレベルをはるかに越える規模の核爆弾を，文字

どおり人類を何回も殺致できる「不必要」な数の核爆弾を生みだしてきたのである 。

４． 核爆弾産業の特質

　核爆弾産業の全体像

　『核の会計監査』の調査によると核爆弾産業に従事する者の総数は，１９５３年当時にピークの

１４．９万人に達した。当時，大車輸で進められていた核施設の建設に従事する者が７ ．Ｏ万人，核爆

弾の研究 ・開発 ・製造の分野で働く常雇い従業員が，ほぼ同数の７ ．Ｏ万人，６ ，９００人がアメリカ原

子力委員会の契約従業員であ った。その後，核施設の建設関係が一段落すると ，建設従事者の数

が減少する 。そこで１９６０年代に入ると ，核爆弾産業に従事する者の数は，ほぼ１２～１３万人のレベ
　　　　２９）
ルとなっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２９）
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　　　　　　　　　　　　米国の核爆弾産業はいかに構築されたか（藤岡）　　　　　　　　　　　２５５

　１９８６年９月末の時点で原子力関連の労働組合の集めたデータ（このデータには，建設従事者が除

外されている）によると ，核兵器関連の国立研究所に４５ ，１６４人，核爆弾燃料の生産施設に３４ ．９６４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）人， 核爆弾の製造施設に２７ ，１１２人，あわせて１０７ ，２４０人が，核爆弾産業に従事しているという 。

　エネルキー省が管轄 ・管理する核爆弾産業は，マンハソ タン計画時代の３施設　　研究 ・開

発・ 最終組み立てを行ったロスアラモス研究所，ウラニウムを濃縮したオークリッ ジ施設，プル

トニウムを精製したハンフォード施設，から戦後に全米にひろがっていっ た。 その全貌は，図 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）６で示されている（まだ運転 ・操業中の施設は，イタリッ クで表示している）。

　秘密主義の文化

　マンハッ タン計画の「秘密主義の文化」は，戦後の冷戦期にもしぶとく生き残った。この「文

化」を制度化したのが１９４６年の原子力法であ った。この法律のもとで，核兵器開発にかかわる全

権は，機密保持の名目で原子力委員会，およぴ１６名の議員からなる上下両院合同委員会に委ねら

れ，一般議員や国民はくちばしを入れる権限を制約された 。

　１９５０年には原爆スパイ容疑でアルジャー・ ヒスに有罪判決がくだされ，翌年にはローゼンバー

グ夫妻が同じ容疑で逮捕され，のちに死刑となっ た。１９５３年にはレ ッドパージが始まり ，５４年に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
は「原爆の父」オ ッペンハイマー自身が機密情報の漏洩の科で議会に喚問された 。

　このような状況のもとでは，「核兵器に関心をもつと原爆スパイと疑われる」という懸念が広

がり ，核の問題は専門家に任せておこうという気分が蔓延することは避けられなかった。その結

果， 原子力委員会と一部の議員族が，情報を独占し，核兵器開発をめくっ て独走するしくみがい

っそう強固なものになっ た。 当時，連邦議員であ ったスチ ュアート ・ユードル（ケネディ ・ジ ョン

ソン政権下の内務長官）は，自らの体験にもとづいて，こう書いている。「機密情報にアクセスす

ることは許されていない議員にとっ ては，愛国心とは，新たな兵器の信想性やその意義に対して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
疑いを抱かないということと同義であ った 。」

　このような秘密主義と軍隊的な官僚主義の体質，冷戦に打ち勝つためには，多少の危険を冒し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
てでもという男性崇拝（マッ チョ）精神は，今日でも核爆弾産業のなかに色濃く残されている 。

たとえは核不拡散条約体制のもとで，核兵器の本体はもとより ，その技術情報や原料が流出しな

いように最高度の機密の網がよっ ておおわれている。じじつ今日でもなお機密扱いされている核

関連の情報発明は１ ．３億ぺ一ジにのぼり ，６ ，Ｏ００件の発明が機密指定され，民需転用を阻まれてい
　　　　　３５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
るといわれる。また核関連分野の研究者のばあい，自由な学会活動を制約されていることが多い 。

　労使関係の特質

　核爆弾産業の従業員を冷戦勝利という国家目的に統合するために，連邦政府は多大の努力を払

った。もともと核爆弾の開発と製造の現場は，自動車工場などの大量生産型工程とは大きく異な

っている。核爆弾は，芸術家のアトリエで作られる「芸術作品」のようなものである。そこでは ，

熟練工と科学技術者の手作業が大きな位置を占めている。このような自立性に富む従業員の忠誠

心を買いとり ，冷戦勝利という国家目的に統合するためには，彼らの賃金と労働条件とを他産業

よりも優遇する必要があ った 。

　表一１は，１９８６年時点で核爆弾の研究 ・開発 ・製造施設が，どの労働組合によっ て組織されて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３１）
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表一１　核爆弾製造施設と労働組合

施　　設 主契約企業 従業員数 主要な労働組合

Ｋａｎｓａｓ　Ｃｉｔｙ　Ｐ１ａｎｔ
，

Ｂｅｎｄｉｘ　Ｃｏｒｐ ７， ２８７ ＩｎｔｅｒｍｔｉＯｎａ１

Ｋａｎｓａｓ　Ｃｉｔｙ，Ｍｉｓｓｏ皿ｉ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｏｆ

Ｍムｃｈｈｉｓｔｓ ＆Ａｅｒｏｓｐａｃｅ
Ｗｏｒｋｅｒｓ

Ｍｏｕｎｄ　Ｆａｃｉ１ｉｔｙ
，

Ｍｏｎｓａｎｔｏ ２， ２７４ ０ｉ１，Ｃｈｅｍｉｃａ１＆Ａｔｏｍｉｃ

Ｍｉａｍｉｓｂ甘ｇ，０ｈｉｏ Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｏ Ｗｏｒｋｅｒｓ

Ｐａｎｔｅｘ　Ｐ１ａｎｔ
，

Ｍａｓｏｎ ＆Ｈａｎｇｅｒ
２， ８３３ Ｍｅｔａｌ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｕｎｃｉ１

Ａｍａｒｍｏ，Ｔｅｘａｓ
Ｓｉ１ａｓ

＆Ｍａｓｏｎ
Ｐｉｎｅ１１ａｓ　Ｐ１ａｎｔ

，

Ｇｅｎｅｒａ１Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ １， ９７２ Ｎｏ　Ｕｎｉｏｎ

Ｃ１ｅａｒｗａｔｅｒ，Ｆｌｏｒｉｄａ

Ｒｏｃｋｙ　Ｆ１ａｔｓ　Ｐ１ａｎｔ
，

Ｗ・・ｔ蟻ｈ・… Ｃ・

ｏｃ
ｋｗｅ１ｌ

５， ５１１ ０ｉ１，Ｃｈｅｍｉｃａ１＆Ａｔｏｍｉｃ

Ｇｏ１ｄ
ｅｎ，Ｃ

ａｌｏｒａｄｏ Ｗｏｒｋｅｒｓ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１）

Ｙ・ １２Ｐｌａｎｔ，Ｏａｋ　Ｒｉｄｇｅ
，

Ｍａｒｔｉｎ　Ｍａｒｉｅｔｔａ ７， ２３５ 同　上
Ｔｅｍｅｓｓｅｅ

出所 ：４卯ｏエ伽〃６ Ｃ〃榊〃厄卿ＺｏＷ刎０〃ｑク伽〃ｏ郷＆〃ｏ加肋伽６３〃Ｄ４〃伽〃 ザ

　肋３７醐１舳切〃肋ｏ舳，３桝舳６ぴ８ｑ１９８６
，ｂｙ　ｔｈｅ　Ｍｅｔａ１Ｔｒａｄｅｓ　Ｃｏｍｃｌ１ｏｆ　ｔｈｅ　ＡＦＬ　ＣＩＯ

，

　の各年次大会の報告書，Ｗａｓｈｍｇｔｏｎ　Ｄ　Ｃ　Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａ
ｋ， １９８７，ｐ１１８より重引 。

いるかを示している。　般に軍需産業は労働運動の拠点となる傾向があるが，核爆弾産業の従業

員の組合組織率はとくに高く ，生産労働者だけだと７５％，科学技術者を含む全体では６０％程度に
　　　　　　　３７）
達しているという 。外国企業との競争にさらされたり ，工場施設が海外に流出する心配がなく ，

賃金コストは，「冷戦勝利のための必要費用」として国家財政に負担させることができるからで

ある。その意味で核爆弾産業は，先に述べた「冷戦コーポラティズム」が典型的に現れている分

野だといっ てよい 。

５． 代表事例の分析

　核爆弾の開発 ・製造のための施設群は，機密保持の必要上，連邦政府が直接に建設 ・所有する

ことが原則である。通常兵器の製造は私企業が私設の工場 ・施設を用いて行うことを原則として

いることと，鋭い対照をなしている。ただし，国有施設の運営については，あれこれの企業や大

学に委託されることが多い。これらの施設のうち，代表的事例と目される（１）３つの国立研究所 ，

（２）オークリッ ジ，（３）ハンフォード，（４）サバンナリヴ ァー施設，（５）その他，のばあいをとりあげ，

これらがどのように形成されてきたかを分析してみよう 。

　３つの国立研究所

　原爆の開発 ・製造の秘密計画（マンハッ タン計画）の拠点を決めるにあた って，最優先されたこ

とは，敵国のスパイが接近できないところ，外部に秘密が漏れにくいところであ った。科学者集

団のリーダーとなっ たロバート ・オ ッペンハイマー が， 青年時代に山歩きしたニューメキシコ州

サンタ ・フェ北方のロスアラモスと呼ばれていた台地（メサ）の上の土地が，この観点から選ば

れ， １９４２年１０月から台地のうえに秘密都市を建設する工事が始まっ た。 周辺に散在するインディ

アン集落から鉄条網と監視塔とで隔離されたこの秘密都市に，全米から科学者が呼ぴ集められ ，

原爆の開発と製造が行われたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３２）



　　　　　　　　　　　　　米国の核爆弾産業はいかに構築されたか（藤岡）　　　　　　　　　　　　　　２５７

　戦後，ロスアラモスは，核兵器の基礎研究をおこなう国立（国有）の研究所として再発足し ，

カリフォルニア大学に運営が委託された。鉄条網は解除されたが，ロスアラモスは，いぜんとし

て周辺のネイティフ ・アメリカンやメキシコ系住民の伝来的社会とは異質な閉鎖的な社会　　核

戦略という外的条件によっ て作りだされた白人の科学者 ・技術者からなる豊かな中産階級の社会

を形成している。ネイティブ ・アメリカンやメキシコ系の住民は，研究所のなかの肉体的な労働

をするために，町の外からや ってくる。アングロ ・サクソンの上層中産階級と彼らに仕える大多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
数の非エリート住民という第三世界と似た社会構造が，この地にもみられる 。

　原爆投下後の４５年秋に，オ ッペンハイマーの後を襲って二代目の所長となっ たノリス ・ブラ ッ

ドリが，ロスアラモスの科学部門とＺ（エンジニア）部門とを分離し，原爆の製造工程に責任を

もつＺ部門を交通の便のよいアルバカーキのサンディア基地（現在のカートランド空軍基地）に移

す決定をした。４８年４月 ，Ｚ部門は，正式にロスアラモス研究所の傘下から独立し，サンディア

国立研究所となっ た。 ４９年１１月サンティア研究所の運営はＡＴ＆Ｔの子会社のウェスタン ・エレ

クトリッ クに委ねられた。９３年からは，マーチン ・マリエッ タ社（現 ロッ キード ・マーチン社）が

受託し，核弾頭のなかの非核部品の開発 ・実験およひ核兵器の運搬 ・貯蔵 ・安全性の研究をおこ

なっ ている。後述するローレンス ・リヴ ァモア研究所のエンジニア部門を担当するためサンディ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
ア研究所の支所が，リヴ ァモアにも設けられている 。

　核兵器の開発研究を担う３つめの国立研究所として，ローレンス ・リウァモア研究所が，１９５２

年に設置された。サンフランシスコの東４０マイルのかつてはブドウ畑に恵まれブドウ酒醸造で有

名であ ったリヴァモアの町の東端１マイル四方の地に，この研究所は君臨している。水爆の開発

慎重派の多かったロスアラモス研究所を飛び出した「水爆の父」エドワード ・テラー が， 政府に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
働きかけて，この地にあった海軍航空基地の跡に設置させたものである 。

　カリフォルニア大学が受託法人となり ，トリチウムの生産方法を開発したアーネスト ・ローレ

ンスが所長に，エドワード ・テラーが副所長になり ，水爆の開発を成功させた。その後は，ＭＸ

ミサイル，中性子爆弾，そしてＳＤＩ構想の導火線となっ たＸ線レー ザー兵器の開発に中 。し・的役
　　　　　　　４１）
割をはたしてきた 。

　オークリンジ施設

　１９４３年初にマンハッ タン計画のもとでテネシー州ノッ クスビル北西部クリントン近郊の寒村地

帯の１ ，０００家族の住む５．６万エイカの土地が収用され，巨大な秘密工場が建設された。この地で

ＴＶＡの生産する電力の相当部分をつか って，ウラン２３５が分離濃縮され，広島に投下された原
　　　　　　　　４２）
爆の材料が作られた 。

　１９４８年にこの地の政府所有の工場群は，ユ ーオン ・カーハイト社に経営を委託され，以後今日

まで核爆弾産業体系のなかで重要な役割をはたしてきた。８５年現在１ ．７万人弱を雇い，１６ ．７億ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
ルの予算（８６会計年度）を使うなど，核爆弾産業のなかでも最大級の施設である 。

　オークリッ ジには，２つの工場，１つの研究所がある。その第１は，広島原爆のためにウラン

を電磁法で分離濃縮したＹ－１２工場である。この工場は戦後ウラン濃縮を放棄し，核弾頭の部晶

の製造と ，サバンナリヴ ァー工場から運びこまれる重水とリチウムとを混合し核融合材料として

完成させパンテ ソクス社の最終組立工場（テキサス州アマリロ）にもちこむ作業とを担当している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３３）
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いま１つは，４５年２月に完成したＫ－２５（ガス拡散）工場であり ，戦後ガス拡散方式による唯一の

ウラン濃縮工場となっ た。１９８５年にはウラン濃縮を休止し，ケンタ ッキー州のパデューカ，オハ

イオ州のポーツマスに建設した系列工場の監督にあた っている。第３の施設として，オークリ ソ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
ジ国立研究所（旧Ｘ－１０工場）が，主として核兵器技術の開発分野で活動している 。

　ウラン濃縮事業には，莫大な電力を必要とする。とくに５０年代の水爆の大量生産の強行によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
て， ５７年にはＴＶＡの全発電量の過半が，ふたたびオークリッ ジで消費されるようになっ た。 水

力発電では到底この需要をまかなうことができないため，ＴＶＡは５１～５７年の問に６ケ所の火力

発電所を建設した。ＴＶＡの火力発電依存率は，１９５０年の６％から５９年の７５％へと急上昇した 。

この火力発電の燃料として，アパラチアの石炭が大量に必要とされ，５０ ・６０年代に大規模な露天

掘が強行される最大の原因となっ た。 核兵器による環境破壊は，まずアパラチア山系における深
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
刻な露天掘り　　地表剥がしという形で始まっ たのである 。

　他方，とくにＹ－１２工場から長年にわた って大量の水銀が周辺河川に流出していることが８３年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
に露見し，環境汚染の大問題に発展した（その清浄作業に８９年までに８４億トルが投入されている）。

インドのボパールでも毒ガス流出事件を引き起こしたユニオン ・カーバイド社は，この環境汚染

の責任をとるかたちで８４年４月オークリ ソジから撤退し，かわりに総合兵器メーカーのマーティ

ン・ マリエソ タ社（現在のロソ キート　マーティン社）がオークリ ソジの受託企業として，核兵器

産業の中枢部に進出する結果となっ た。

　ハンフォード施設

　原爆材料となる代表的な核分裂物質の製造法には，天然ウランからウラン２３５を分離 ・濃縮

する方法（オークリッ ジ）のほかに，原子炉のなかでウラニウム２３８の燃料棒に中性子を照射し ，

プルトニウム２３９に変えるという方法がある。通常の発電炉のように発生熱量を多くするため

に燃料棒に長時間，大量の中性子をあてるのではなく ，中性子の照射量一燃焼度を小さくし，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
んがりと焼くのが，純度の高いプルトニウムを得るコツである 。

　このプルトニウム製造施設の建設地として，マンハソ タン計画が選んだのは，米国北西端のワ

シントン州の中央部　　半ば砂漢のコロンヒア盆地のコロンヒア川が大きく蛇行する地点（ハン

フォード ・リーチ）であ った。ハンフォードは，人口が希薄なため秘密が守りやすいこと，原子炉

を冷却するための川があること，近くにグランド ・クーリ水力発電所が完成しており ，安価な電
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）
力が得られることから，プルトニウムの製造施設としては理想的な場所のように思われた 。

　１９４３年にデュポン社が受託企業となり ，ハンフォード施設（Ｈ．ｎｆｏ．ｄ　Ｅｎｇｍｅｅ． Ｗｏ．ｋ。）の建設が

始まっ た。 ４４～４５年初めのピーク時には５万人の建設労働者が突貫工事に従事し，川沿いの１００

番地区に３基のプルトニウム生産炉（Ｂ ・Ｄ ・Ｆ炉）を完成させた。そしてオークリッ ジから搬入

されたウラン燃料に中性子を照射し，プルトニウムに変換していっ たのである。照射の終わ った

ウラン燃料棒は冷却水槽につけて，放射能レベルを落としたうえで，２００番地区に建設した東西

２つの巨大な化学的分離工場に運ぴこみ，プルトニウムを抽出 ・精製し，完成品をロスアラモス

に出荷していっ た。 ３００番地区には，事務所や研究開発施設があ った。日本降伏までに最低２発

のプルトニウム爆弾を完成させることが至上命令であり ，「時問との競争」に勝つために安全性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
を無視した「近道の突進」が行われ，放射能汚染事故を頻発させた（図一７参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３４）
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　　　　　図一７　ハンフォード施設
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　１００Ａｒｅａｓ： 原子炉地区。１００Ｂ／Ｃ　Ａｒｅａｓ とはＢ原子炉とＣ原子炉が存在する地区のことである 。

　２００Ａｒｅａｓ： 化学的分離処理施設と高レベル廃棄物の貯蔵地区

　３００Ａｒｅａ 研究開発地区。元はここに核燃料の完成施設があ った 。
　４００Ａｒｅａ１９７０年代に建設され，最新の実験炉ＦＦＴＦがある 。

　１１００および３０００Ａｒｅａｓ：ハンフォード施設の管理事務所，支援サービス施設がある 。

　７００Ａｒｅａ：ハンフォード施設のリッ チランド事務所。１９４３～５８年の問はこの事務所がハンフォード全

　　　　　体を管理していた 。

　Ｗａｓ
ｈｉｎｇｔｏｎ　Ｐｕｂ１１ｃ　Ｐｏｗｅｒ　Ｓｕｐｐ１ｙ　Ｓｙｓｔｅｍ： 商業用原子力発電所で１基が営業中，２基が未完成のま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま放置されている 。

出所 ：Ｍｉｃｈｅｌｅ　Ｓ．Ｇｅｒｂｅｒ，１９９２，ｐ．３Ｚ

　戦後しはらくは，政府の核兵器政策が定まらず，ハンフォートも操業を縮小し，従業員は４５年

９月の１万人から４６年末には５ ，０００人に半減した。１９４７年初めのプルトニウム爆弾の貯蔵数は１０

発程度にすぎなかった。デュポン社は原子力部門から撤退する決断をし，４６年９月に原発分野へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
の進出を狙うＧＥ社が受託企業となっ た。

　ギリシア ・トルコをめぐる米ソの角逐が転換点となっ た。 ４７年３月のトルーマン ・ドクトリン

の宣言にあわせて，ハンフォード施設の既存炉でのプルトニウムのフル生産が再開され，２基の

生産炉（ＤＲ炉とＨ炉）の増設（第１次拡張）が指令された
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３５）



　２６０　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

　４９年のソ連の原爆保有に対抗するために，トルーマン政権はＮＳＣ－６８を承認し，水爆開発に

ふみきるなど，ソ連を圧倒する核兵器生産体制を確立する決意を固める。この核兵器重視の姿勢

は， ５３年初めに就任したアイゼンハワー政権のニュールッ ク戦略のなかでいっ そう鮮明となっ た。

５１年の原子力委員会予算の３／４が核兵器施設の建設に当てられ，その建設のために当時の全米

の建設支出総額の３％強が投入されたといわれるなど，１９５０～５５年の問は，全米で核爆弾産業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
拡張 ・構築が突貫工事で進んだ時期である 。

　この時期から原爆材料の核分裂物資はプルトニウムに絞られてきたこともあ って，ハンフォー

ト施設の第２次拡張が至上命令となっ た。 こうして５６年末には８基のプルトニウム生産炉，５つ

のプルトニウム分離の化学的再処理工場ができあがるなと ，ハンフォードはほほ現在の姿を整え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）
ることになる（その後６３年にＮ炉が完成し，９基となる）。 この巨大な生産施設は６０年代なかばまで

フル操業を続け，プルトニウム生産量を飛躍させ，急増する核弾頭需要にこたえた（今日までに

米国で生産された軍事用プルトニウム１０８．３トンのうち，その５６％にあたる６０．５トンが，このハンフォード

で生産され，残る４７ ．８トンは，後述するサバンナリヴ ァー工場で生産された）。

　なお最盛期の６４年まではＧＥ社が経営を受託していたが，ＵＮＣ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ とロッ クウェ ル社
　　　５４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５）
に交替し，現在はウェスティングハウス社が担当している 。

　サバンナリバー工場

　トルーマン大統領はソ連の予想外に早い原爆開発（１９４９年）に驚き ，１９５０年１月に水爆開発を

命令した。そのためには，核融合材料（３重水素 ・トリチウムやリチウム）を大量生産する施設が

不可欠であ った 。

　この水爆工場の建設地として全米１１４ケ所の侯補地のなかから，サウスカロライナ州南西部

　　ハーンウェ ル（Ｂａｍｗｅ１ｌ） ・エイキン（Ａ・ｋｅｎ） ・アレンテェ ル（Ａ１１ｅｎｄａ１ｅ）の３郡のサハン

ナ川に接する１９．２万エイカの土地が選ばれた。この地域は，同州政界を牛耳る同郷の政治家集団

（「バーンウェ ル・ リング」）の本拠地である。なぜこの衰退しつつある綿作プランテーシ ョン地帯

が選ばれたのか。その理由は，安価な土地，原子炉冷却用のサバンナ川の豊富な水に加えて，雇

用創出のためには核兵器工場の誘致も辞さないサウスカロライナ州政界の強力な運動があ ったか

らである。とくに立地選定にあた っては，ｒバーンウエ ル・ リング」の盟友のＪ ・Ｆ ・バーンズ

（Ｊａｍｅｓ　Ｆ　Ｂｙｍｅｓ１９３１～４１年，同州選出上院議員。トルーマン政権時の国務長官として日本への原爆投下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６）
に決定的役割を演じる。その後５１～５５年同州知事）が大きな役割を果たしたといわれる 。

　この３郡の１９．２万エイカの土地から ，５２年３月までに１ ，５００家族６ ，０００人の住民が強制的に移動

させられ，イレントン（Ｅ１１ｅｎｔｏｎ）なと２つの町は消滅した。土地 ・家屋の所有者には一定額の

補償金が支払われたが，土地 ・住居とも白人プランターから借りていた黒人小作農 ・クロッパ ー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）
たちは，何の移転補償も援助もなしに追いたてられた 。

（４３６）
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　図一８　サバンナリバー工場（ＳＲＰ）の位置
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出所 ：藤岡惇『サンベルト米国南部』１９９３年，１５０ぺ一ジ 。

　こうして１９５１～５６年にかけて最高時４万人余の労働者が投入され（当時としては米国史上最大の

建設計画），水爆製造のサバンナリバー工場（Ｓ。。。ｍ．ｈ　Ｒｉ．ｅ． Ｐ１．ｎｔ）が建設されていっ た。 この地

の綿作農民 ・クロッパーたちは，国家一軍産複合体によっ て清掃され，植林され，この地は，ハ

イテク ー核兵器産業のメ ソカに生まれかわったのである（図一８参昭）。

　サバンナリバー工場の経営は，総合化学メーカーのデュポン社に委託された。ハンフォードか

ら撤退していたデュポン社は，水爆開発を契機に原子力産業に復帰したわけである。従業員数は

１９７５年の６ ，３４３人から８５年には１５ ，４８０人に増え，予算額（８５会計年度）は１３ ．９５億ドルとなっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
従業員のおよそ２割が科学技術者だといわれる。５０年代にこの広大な敷地に５基の重水型原子炉

（Ｃ ・Ｋ ・Ｌ ・Ｐ ・Ｒの各原子炉）が建設されるとともに，２つの化学的再処理工場（Ｆ　Ｃａｎｙｏｎ，Ｈ

Ｃ．ｎｙ．ｎ）も建設された。この地で水爆材料 ・トリチウムの全量を生産するとともに，核兵器材料

のプルトニウムのおよそ４４％（１０８ ．３トン中の４７．８トン）を製造してきた。そのほかに有毒廃棄物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９）
の貯蔵地１６２ケ所も敷地内に散在している 。７０年代末には，全米の低濃度の放射性廃棄物の１／４

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）
軍事用の高濃度廃棄物の１／３が，この地に集められた 。

　その他の施設群

　核弾頭の最終組み立てのために施設として，テキサス州北西部に１９５１年始めに開設されたのが
，

パンテ ソクスエ場（Ｐ．ｎｔ．ｘ　Ｐ１．ｎｔ）である。穀倉地帯として知られるＰａｎｈａｎｄ１ｅ　Ｔｅｘａｓ にあるこ

とからパンテ ソクスと命名された。経営受託企業は，５６年にＰｒｏｔｅｃｔｏｒ　ａｎｄ　Ｇａｍｂ１ｅ から現在の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３７）



　２６２　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

Ｍａｓｏｎ ＆Ｈａｎｇｅｒ 社に変わ った。当初はアイオワ州のＢｕｒ１ｍｇｔｏｎ 施設でも最終組み立てをして

いたが，７５年以降は，パンテ ックスが唯一の組み立て工場となっ た。 現在は，もっ ぱら核弾頭の

解体の仕事を行 っている。解体には１～２週間かかるが，従業員２ ，６００人のうち ，約５００～６００人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）
が一日７発のぺ一スで解体しているという 。

　ネヴァダ核実験場が，１９５１年初にラスベガス北西部のネヴァダ砂漠の１ ，３５０平方マイルの地に

開設された。５１年１月２７日にＢ－５０からの最初の原爆投下実験を行って以来，１２６回の大気圏内

実験を行った。６３年に部分的核実験停止条約が結ばれて，大気圏 ・宇宙 ・海中での核実験が禁止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２）
されて以降は，実験施設を地下に移して，８２５回の核実験を行ってきた 。

　エネルギー省は，実験場の関連作業のために，８０年代末に年賃金３．２億ドルを費やして，９ ，５００

人の要員を雇用していた（うちネヴ ァダ実験場勤務は，５ ，０００人）。 核実験場は，問接的な雇用誘発分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３）
を含むと ，ネヴ ァダ州に４．８万人分の雇用を創出しているといわれる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）　Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｉ　Ｓｃｈｗａれｚ，Ｆｏｕｒ　Ｔｒｌ１１１０ｎ　Ｄｏ１１ａｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｕｎｔｍｇ，丁加Ｂ〃〃肋〃 げ泌３Ａ后ｏ舳６ ８６〃〃砥４

　Ｎｏｖ／Ｄｅｃ．１９９５，ｐ．３３

２）紀平英作，『パクス ・アメリカーナヘの道』 ，１９９６年，山川出版社，２９５ぺ一ジ

３）Ｒａｎｄａｌ１Ｂ　Ｗｏｏｄｓ／Ｈｏｗａｒｄ　Ｊｏｎｅｓ，Ｄ舳舳９げ伽Ｃｏ〃Ｗ伽１９９１，Ｔｈｅ　Ｕｍｖ　ｏｆ　Ｇｅｏｒｇｌａ

　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．２４９～２５１

４）　Ｒ１ｃｈａｒ（１ｓ　Ｒｈｏｄｅｓ　Ｄ〃尾８舳　丁加〃〃閉ｇげ〃６Ｈツみｏｇ閉Ｂｏ刎６．１９９５，Ｓｌｍｏｎ ＆Ｓ
ｃｈｕｓｔｅｒ

，ｐｐ

　５６１～５６２ ，Ｓｃｈｗａ打ｚ（ｅｄ），Ａなｏ舳６ Ａ〃４〃　丁加Ｃ０５な伽４Ｃｏ閉３ｇ脇肌３３ げひ８１Ｖ”で如〃Ｗ；２砂ｏ郷

　５刎”１９４ｑ１９９８，Ｂｒｏｏｋｍｇｓ　Ｉｎｓｔｌｔｕｔ１ｏｎ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ４２～４５

５）Ｃｈｕｃｋ　Ｈａｎｓｅｎ，び８！Ｖ肌伽ｒ　Ｗ吻ｏ郷　丁加８舳〃Ｈ肋似１９８８，０ｎｏｎ　Ｂｏｏｋｓ， ｐ５ ，Ｗ
１１１１ａｍ

　Ａｒｋｍ／Ｒｏｂｅｒｔ　Ｎｏｍｓ１９９３，ｐ１１核爆弾の総カタログは，Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８，ｐｐ８６～９１

６）Ａｒｊｕｎ　Ｍａｋｈ
１ｊａｍ　ｅｔ　ａ１，１Ｖ肌伽ブ Ｗ；側〃伽ゐ，１９９５，ＭＩＴ

　Ｐ
ｒｅｓｓ，ｐ１７５

７）水爆の定着は，原爆一戦術核兵器優先派にたいする戦略空軍主体の大量報復戦略派の勝利を意味し

　た。このプロセスについては，中沢志保『オ ソペンハイマ　　原爆の父はなぜ水爆開発に反対した

　か』１９９５年，中公新書，２１４ぺ一ジ参照 。

８）１９５０年代初頭の核爆弾といえば，４～５トンの重量が，普通であ った。それが，５３年に配備された

　ＭＫ－５で，２ ．３トン，ＭＫ－７で，１ ．２トンと軽くなり ，５０年代後半になると，数百キログラムの重さの

　爆弾が可能となっ た。 なおもっとも軽い核爆弾は，６０年代にデビークロケ ット ・ロケ ットに装着した

　Ｗ５４であり ，２３２キログラムであ った。Ｓｃｈｗａｒ吻，１９９８，ｐ１５２ ・１５３

９）　Ｂｈｕｐｅｎｄｒａ　Ｊａｓａｍ（ｅｄ），０〃ぴ３ク〃３－Ａ」Ｍ３吻Ｄ舳６郷ｚｏ〃 げＡ舳５ Ｒ〃３ ＳＩＰＲＩ，１９８２，ＰＰ２５８～

　２６０，安斎育郎『中性子爆弾と核放射線』１９８０年，連合出版

１０）Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋ　Ｆａｃｍｇ　ｔｈｅ　Ｓｅｃｏｎｄ　Ｇｅｎｅｒａｔ１ｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｗｅａｐｏｎｓ　Ｃｏｍｐ１ｅｘ，刎Ｌ１ｏｙｄ　Ｊ

　Ｄｕｍａｓ ／Ｍａｒｅｋ　Ｔｈｅｅ，〃ｏ脇ｇ　Ｐ肌３ Ｐｏ醐肱Ｔｌ〃３〃ｏ舳５３ げ疵ｏ刀ｏ伽６ Ｃｏ〃〃附舳
，１９８９，Ｐｅｒｇａ －

　ｍｏｎ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．１２０～１２１

１１）　Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｉ　Ｓｃｈｗａｒｔｚ（ｅｄ），Ａ¢ｏ舳６ Ａ〃４〃　丁加Ｃｏ功伽４Ｃｏ郷３ｇ雌肌３５ げび８　１Ｖ肌如〃

　Ｗ；伽クｏ郷５刎６３１９９ａ　Ｂｒｏｏｋｍｇｓ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎ　Ｐｒｅｓｓ

１２）戦後５０周年の１９９５年夏に，このプロジェクトの第１次報告書が，公刊された。Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｉ

　Ｓｃｈｗａ血ｚ（ｅｄ），Ａ¢ｏ舳６ Ａ〃４〃　Ｗ肋“加び８１Ｖ肌如〃Ａ阿３舳１Ｒ３〃妙Ｃ０５なＡ　Ｐ陀〃伽舳びＲ公

　クｏ〃 妙伽ひ８１Ｖ〃３〃 肌砂ｏ郷Ｃｏ並８〃勿ｐｒｏ伽４Ｊｕｌｙ１９９５－
ａ． その要約 ・普及版が，

　Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｉ　Ｓｃｈｗａｒ吻（ｅｄ），Ｆｏｕｒ　Ｔｒ１ｌ１１０ｎ　Ｄｏ１１ａｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｔｍｇ，丁加Ｂ〃〃閉げ〃３Ａ〃ｏ舳６ ８舳外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３８）



　　　　　　　　　　　　米国の核爆弾産業はいかに構築されたか（藤岡）　　　　　　　　　　　 ２６３

　鮒３，Ｎｏｖ／Ｄｅｃ１９９５－ｂ，ｐｐ３２～５２がそれである。第１次報告書にたいする各界からのコメント

　批判をとりいれて，補正　拡充されたのが，最終報告書である 。
１３）　Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８，ｐ　ｘｌｘ

１４）報告書では，「核分裂物質製造費用」とされているが，実際には水爆材料であるトリチウムなどの

　核融合物質の製造費用も含まれている。したがって本稿では，以下「核燃料製造費用」と記載する 。

１５）このなかには，１９９０年までの核爆弾の解体 ・再生費用も含んでいる。９１年以降の「大量解体の時

　代」における「解体 ・再生費用」は，切り離して次稿でとりあげる 。

１６）マンハッ タン計画およびその指導者のオ ッペンハイマーについては多くの文献があるが，さしあた

　　りピーター・ グッ ドチャイルド（池澤夏樹訳）『ヒロシマを壊滅させた男』１９８２年，白水社，ジェー

　ムズ ・スピー ゲルマン（浦田誠親監訳）『核の栄光と挫折一巨大科学の支配者たち』１９８２年，時事通

　信杜，第１～５章などを参照 。
１７）　 Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９５－ａ，ｐ７ ，Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８，ｐ６１

１８）　Ｓｃｈｗａｉｚ，１９９８，ｐ６４

１９）このプロセスと概観するには，ＲｏｄｎｅｙＰ　Ｃａｒ１１ｓ１ｅ，８妙戸伽〃ｇ伽Ｎ〃６伽ｒ ル５６〃〃Ａ刎舳６伽

　Ｐｍ伽６〃ｏ〃 Ｒ鮒肋５．１９４２－１９９４Ｊｏｈｎｓ　Ｈｏｐｋｉｎｓ　Ｕｎｉｖ．Ｐｒｅｓｓ，１９９６が有益である。たとえば５１年の原

　子力委員会予算の３／４が核兵器施設の建設に当てられ，その建設のために当時の全米の建設支出総

　額の３％強が投入された。この占については，Ｍｉｃｈａｅ１Ｓ　Ｇｅｒｂｅｒ，０〃加Ｈｏ肋ルｏ〃〃３Ｃｏ〃

　Ｗ；〃〃ｇ０６ツげ〃６Ｈ伽加〃Ｎ〃３〃８・蛇，１９９２，Ｕｎ１ｖ　ｏｆＮｅｂｒａｓｋａ Ｐｒｅｓｓ，ＰＰ３７～５３を参昭 。
２０）　Ｓｃｈｗａれｚ，１９９８

，ｐ
．６８ ・３５６

２１）　Ｒ１ｃｈａｒｄｓ　Ｒｈｏｄｅｓ，Ｄ〃是８舳　丁加〃ｏ是閉ｇザ〃３Ｈツみｏ解〃Ｂｏ刎久１９９５，Ｓ１ｍｏｎ ＆Ｓｃｈｕｓｔｅｒ，ｐｐ

　５６１～５６２

２２）　Ｓｃｈｗａｉｚ，１９９８
，ｐ
．７３

２３）　Ｓｃｈｗａれｚ，１９９８，ｐ．５６２

２４）　Ｓｃｈｗａれｚ，１９９８
，ｐｐ．９９～１０２

２５）１〉；舳５ 肌３尾，Ｍａｒｃｈ２２．１９５４，ｐ．２８

２６）　Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８，ｐ９７

２７）　Ｓｃｈｗａれｚ，１９９８，ｐ．９４

２８）　Ｓｃｈｗａｉｚ，１９９８，ｐ２３

２９）　Ｓｃｈｗａｒｔｚ，１９９８
，ｐ
．３５６ ・３５８

３０）ただし国立研究所では，核爆弾だけでなく広義の核兵器の研究もなされる 。Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋ，１９８９
，

　ＰＰ１１３～１１８　またＦｒａｎｋ１Ｇｅれｃｈｅｒ／Ｗ１ｌ１１ａｍ　Ｊ　Ｗｅ１ｄａ，肋ツｏ〃Ｄ３蛇舳鮒Ｔ１加戸ｏ〃伽Ｚ　Ｅ６０

　〃ｏ舳ツげ１Ｖ；〃鮒肌ｏ〃ｏ郷，１ｇｇＯ，Ｗｅｓｔｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ，ｐ．１５６も参照 。

３１）各施設の詳細は，Ｔｈｏｍａｓ　Ｃｏｃｈｒａｎ　ｅｔ　ａしＮ〃伽ｒ 肌砂ｏ狐Ｄ〃ｏ６ｏｏ々ｖｏ１２～３．１９８７ ，Ｓｃｈｗａ廿ｚ ，
　１９９８，ｐｐ．５８９～６０９

３２）詳細は，中沢志保，１９９５年・オ ッペンハイマー事件にかかわる史料集として ，Ｐｈｉｌｉｐ　Ｊ．Ｃａｎｔｅｌｏｎ

　ｅｔ　ａｌ（ｅｄｓ），丁乃６Ａ舳３〃６０〃 Ａ之ｏ閉　Ａ　Ｄ０６〃〃３〃如びＨ鮒ｏ〃ｏグ〃３１Ｖ肌Ｚ伽ブ ＰｏＺ”肱５，Ｓｅｃｏｎｄ　Ｅｄ１ｔ１ｏｎ ，

　１９９１，Ｕｎｖ　ｏｆＰｅｎｎｓｙ１ｖａｎ１ａ Ｐｒｅｓｓ，ＰＰ１３９～１６２，参昭 。

３３）Ｓｔｅｗａｒｔ　Ｌ．Ｕｄａ１１［スチ ュアート ・ユードル，１９９５年，１４５ぺ一ジ１を参照 。

３４）この点は，Ｋｅｖｉｎ　Ｔ．Ｋｎｏｂ１ｏｃ
ｈ， １９９４

，ｐｐ．１１０～１１２を参照。ハンフォードにおける事例は ，

　Ｍｌｃｈａｅ１Ｄ’Ａｎｔｏｍｏ，んｏ舳６ Ｈ〃閉な，１９９３［マイケル　タントニオ（亀井よし子訳）『アトミ ソク

　ハー ベスト』１９９５年，小学館，１６２～１６８ぺ 一ジ１。 また核兵器開発担当者のメンタリティについては
，

　ロスアラモス，サンティア研究所の８５人の従業員を取材した報告書であるＤｅｂｒａ　Ｒｏｓｅｎｔｈａ１ん伽

　肋肋げ伽Ｂｏ肋丁加Ｄ伽ｇ３ブ舳〃舳げＷ砂ｏ郷 肋ｒ是，１９９０，Ａｄｄ１ｓｏｎ－Ｗｅｓｌｅｙ，ローレン
　ス　リウァモア研究所の核兵器設計者多数の聞き取り調査を行ったＨｕｇｈ　Ｇｕ．ｔｅ。。ｏｎ，Ｎ肌１鮒Ｒ伽
　Ａ　Ｗ３砂ｏ郷Ｚ肋ｏ伽ｏび〃〃３ル４げ エ加Ｃｏ〃Ｗ；仏１９９６，Ｕｍｖ　ｏｆ　Ｃ

ａ１１ｆｏｍａ　Ｐｒｅｓｓ を参昭 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３９）



２６４　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

　３５）　 Ｐｅｔｅｒ　Ｇｒａｙ　ｑが〃〃び〃０〃り ｊ　Ｅ〃〃昭挑３Ｃ〃〃“ 〆８３“閉６ツ加〃３び８Ｎ肌如〃Ｗ；３砂ｏ郷

　　　Ｃｏ砂加，１９９５，Ｔ
１ｄｅｓ　Ｆｏｍｄａｔ１ｏｎ，ｐ３１８

３６）たとえは，Ｋｅｖｍ　Ｔ　Ｋｎｏｂ１ｏｃ
ｈ， Ｍａｎａｇｍｇ　Ｃｈａｎｇｅ　ｍ　ｔｈｅ　Ｕ　Ｓ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｗｅａｐｏｎｓ　Ｃｏｍｐ１ｅｘ，舳

　　　Ｄａｖｉｄ　Ｐ．Ｏ’Ｖｅｒｙ　ｅｔ　ａｌ（ｅｄｓ． ）， Ｃｏ〃伽ｏ〃加ｇ伽んｏ刎加〃３２１並Ｃ伽〃び
，１９９４，Ｗｅｓ耐ｉｅｗ，ｐｐ．１１０～

　　　１１２

　３７）一連の核施設と関連組合を対象にしたグレ ッグ ・ビスチ ョクの聞き取り調査による。Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ｂｉｓ －

　　　ｃｈａｋ　Ｔｈｅ　Ｏｂｓｔａｃ１ｅｓ　ｔｏ　Ｒｅａ１Ｓｅｃｍｔｙ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｓｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｃｏ１ｄ　Ｗａｒ　Ｓｔａｔｅ，舳Ｋｅｖｍ　Ｊ

　　　Ｃａｓｓ１（１ｙ／ＧｒｅｇｏｒｙＡＢ１ｓｃｈａｋ（ｅｄｓ），Ｒ３〃８６舳〃ツＣｏ舳〃刎ｇ肋３Ｄ批郷３ 〃ｏ〃ｏ刎ツ伽６Ｂ伽〃仰ｇ

　　　Ｐ伽６３．１９９３，ｐ１５０ ・１６４ ，Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋ，Ｆａｃｍｇ　ｔｈｅ　Ｓｅｃｏｎｄ　Ｇ
ｅｎｅｒａ七〇ｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｗｅａｐｏｎｓ

　　　Ｃｏｍｐ１ｅｘ，刎Ｌ１ｏｙｄ　Ｊ　Ｄｕｍａｓ／Ｍａｒｅｋ　Ｔｈｅｅ（ｅｄｓ），〃ｏ脇ｇ　Ｐ肌３ Ｐｏ舳肪　Ｔｌん６ 丹ｏ伽５３０グＥ６０〃ｏ 一

　　　舳６ Ｃｏ〃鮒３舳，１９８９，Ｐｅｒｇａｍｏｎ，ｐ１１３ ・１１５　１１８科学技術者の組織率はいくぶん低く ，組合への

　　　組織可能な「バーゲニング ・ユニット」全体でみると，組織率は６０％程度になるという 。Ｇｒｅｇｏｒｙ

　　　Ｂ１ｓｃｈａｋ（Ｄ１ｒｅｃｔｏｒ，Ｎａｔｍａ１Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎｏｎＥｃｏｎｏｍ１ｃ Ｃｏｎｖｅｒｓ１ｏｎａｎｄＤｌｓａｍａｍｅｎｔ）からの聞き取

　　　り ，１９９６年４月２４日 。

　３８）　Ｈａ１ｋ　Ｒｏｔｈｍａｎ，０”Ｒ２伽＆Ｒ〃雛３ 丁加Ｌ０５ Ａ加肋０５ Ａ陀ｏ舳６６１８８ｑ１９９２，Ｔｈ
ｅ　Ｕｍｖ　ｏｆ　Ｎｅｂ

　　　ｒａｓｋａ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ２０８～２１５，２７５～２９７

　３９）　Ｋｅｎｎｅｔｈ　Ａ　Ｂｅ施ｃ
ｈ　ｅｔ　ａｌ，丁加Ｗ肌如〃Ｗ；３０卿郷１〃勿３なび，１９８４

，Ｉｎｖｅｓｔｏｒ　Ｒｅｓｐｏｎｓ１
ｂ１１１ｔｙ　Ｒ

ｅ

　　　ｓｅａｒｃｈ　Ｃｅｎｔｅｒ，ｐｐ３２９～３３０ ，戸０５伽泌Ａ〃ぴ舳加泌，６－１．１９９５，ｐ３　 １２

　４０）　その詳細は，Ｈｕｇｈ　Ｇｕｓｔｅｒｓｏｎ，！〉；肌Ｚ伽ｒ Ｒ２蛇５．１９９６，ｐｐ１５～３２

　４１）その詳細は，Ｎ肌伽ブ Ｗを砂ｏ郷り〃肋ｏｏ尾５， Ｖｏ１３，ｐｐ４４～５２ ，Ｎ
ａｔ１ｏｎａ１Ｌａｂｏｒａｔｏｒｌｅｓ　Ａｒｅ　Ｔｈｅ１ｒ

　　　Ｒ＆ＤＡｃｔ１ｖ１ｏｅｓ Ｒｅ１ａｔｅｄｔｏ Ｃｏｍｅｒｃ１ａ１ＰｒｏｄｕｃｔＤｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ？，１９９４，Ｇｅｎｅｒａ１Ａｃｃｏｕｎ舳ｇＯ舶ｃｅ

　　　ＧＡ０／ＰＥＭＤ－９５－２参照 。

　４２）小林健一『ＴＶＡ　実験的地域政策の軌跡』１９９４年，御茶の水書房，１７８ぺ一ジ 。

　４３）　Ｔｈｏｍａｓ　Ｂ　Ｃ
ｏｃ
ｈｒａｎ　ｅｔ　ａ１，Ｎ肌伽ｒ　Ｗ；３功ｏ郷〃ｏＺ３　び８！Ｖ肌如〃ル６〃〃〃％Ｚ２５．１９８７，ｐｐ６６

　　　～７５

　４４）　Ｏａｋ　Ｒｌｄｇｅ　Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔａｌ　Ｐｅａｃｅ　Ａｌ１１ａｎｃｅ，Ａ　Ｃ肋鮒泌Ｇ〃〃〃ｏ　Ｏｏ尾Ｒ〃解，１９８９，ｐｐ４～２０

　４５）小林健一 １９９４年，２２２～２２４ぺ一ジ 。

　４６）　たとえばＨｌｇｈｌａｎｄｅｒ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ａｎｄ　Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ　Ｃｅｎｔｅｒ，０〃０伽〃 Ｗ；ｏ鮒厄肋刎ツ　１刎〃〃 げル７〃狐

　　　○び丹ｏ♂〃加ｏ〃 伽吻クぴ８ｏ〃ん，１９８３，ｐｐ．９９～１０７．佐々木雅幸「ＴＶＡの電カプログラムと地域

　　　経済」『大阪経済法科大学研究年報』３号，１９８３年，６０～６２ぺ一ジ 。

　４７）　Ｈｌｇｈ１ａｎｄ－ｅｒ　Ｒ
ｅｓｅａｒｃ

ｈ　ａｎ（１Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，ｐｐ１２９～１３８ ，Ｏａｋ　Ｒ１ｄｇｅ　Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔａ１Ｐｅａｃｅ

　　　Ａ１１１ａｎｃｅ，１９８９，ｐ７

　４８）ＩＰＰＮＷ　ｅｔ　ａ１
，Ｐ〃ｏ〃加舳Ｄ３”物Ｇｏ〃げ

¢ん３！〉；〃鮒砧３． １９９２，［核戦争防止国際医師会議ほ

　　　か（田窪雅文訳）『プルトニウム』１９９３年，ダイヤモンド社，３５ぺ 一ジ１．

　４９）　Ａづｓ　Ｐ．Ｃｈｒ三ｓｔｏｄｏｕ１ｏｕ，Ｃｏ舳３附づｏ〃 げ１Ｖ〃６如〃肋６ゴＺ〃３５ 介ｏ刎 〃〃伽び¢ｏ　Ｃ６が〃伽ひ螂ｊ　Ａ　Ｃ伽３

　　　 ８切伽。 Ｈ伽伽６，肋肋９肋
，１９７０，Ｐ

…ｇ・・，Ｐ５ ，Ｍ
・ｈ・・１Ｄ’Ａ…ｍ・，ん・舳・Ｈ〃洲

，１９９３［マ

　　　イケル ・ダントーニオ（亀井よし子）『アトミッ ク・ ハー ベスト』１９９５年，小学館，２９～３３ぺ
一ジ１．
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